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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社のエンジニアリング部門において、工事・物品販売の売上の前倒し計上や費用の繰延べ等の不適切な会計処理が判明した為、

当該不適切処理の内容につき調査し、連結財務諸表等及び財務諸表等の記載内容について見直しを行いました。 

 見直しの結果、第１０２期連結損益計算書の売上高は３億98百万円減少、売上原価は３億８百万円減少、一般管理費は33百万円増

加し、営業損益及び経常利益は１億23百万円減少いたしました。また、税金等調整前当期純利益は１億24百万円減少し、連結当期純

利益は74百万円減少いたしました。 

 また、第１０２期損益計算書の売上高は３億98百万円減少、売上原価は３億８百万円減少、一般管理費は33百万円増加し、営業損

益及び経常利益は１億23百万円減少いたしました。また、税引前当期純利益は１億24百万円減少し、当期純利益は74百万円減少いた

しました。 

 これらを訂正するとともに、これらに関連した記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、証券取引法第24条の２第１項

の規定に基づき平成18年６月30日に提出いたしました有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 尚、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表につきましては、仰星監査法人により監査を受けており、その監査報告書を添付しており

ます。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２【訂正事項】 

 第一部 企業情報 

  第１ 企業の概況 

   １ 主要な経営指標等の推移 

      （１） 連結経営指標等 

      （２） 提出会社の経営指標等 



  第２ 事業の状況 

   １ 業績等の概要 

      （１） 業績 

      （２） キャッシュ・フローの状況 

   ２ 生産、受注及び販売の状況 

      （２） 受注実績 

      （３） 販売実績 

   ６ 研究開発活動 

   ７ 財政状態及び経営成績の分析 

      （１） 今期の経営成績の分析 

      （２） 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

   第５ 経理の状況 

   １ 連結財務諸表等 

      （１） 連結財務諸表 

        ① 連結貸借対照表 

        ② 連結損益計算書 

        ③ 連結剰余金計算書 

        ④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

        （表示方法の変更） 

        注記事項 

        （連結損益計算書関係） 

        （税効果会計関係） 

        （セグメント情報） 

        （１株当たり情報） 

   ２ 財務諸表等 

      （１） 財務諸表 

        ① 貸借対照表 

        ② 損益計算書 

        ③ 利益処分計算書 

        注記事項 

        （貸借対照表関係） 

        （損益計算書関係） 

        （税効果会計関係） 

        （１株当たり情報） 

        ④附属明細表  

         引当金明細表 

      （２） 主な資産及び負債の内容 

        ③ 売掛金 

        ④ 完成工事未収入金 

        ⑤ 製品 

        ⑦ 仕掛品 

        ⑬ 工事未払金 



  

３【訂正箇所】 

訂正箇所には を付して表示しております。 

  



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 （訂正前） 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものです。 
３ 平成14年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については１株当たり当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。 
４ 平成15年３月期、平成16年３月期及び平成17年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 
５ 平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 
６ 平成14年３月期及び平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については、当期純損失を計上しているため

記載しておりません。 
７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
８ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会
計基準適用指針第４号)を適用しております。 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 14,708 14,321 14,903 17,512 18,256

経常利益金額又は 
経常損失金額(△) 

(百万円) △1,044 161 620 702 672

当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△) 

(百万円) △910 323 218 365 △129

純資産額 (百万円) 9,182 9,079 9,221 9,459 9,271

総資産額 (百万円) 20,634 20,276 20,632 22,260 23,819

１株当たり純資産額 (円) 278.84 275.74 280.08 287.34 281.64

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) (円) △27.66 9.83 6.63 11.09 △3.92

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.5 44.8 44.7 42.5 38.9

自己資本利益率 (％) ― 3.54 2.39 3.91 ―

株価収益率 (倍) ― 12.41 35.59 23.35 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,275 △428 1,557 1,141 401

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,269 △422 △698 △1,164 △509

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △285 762 △565 △279 △43

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,595 1,506 1,801 1,498 1,510

従業員数 (名) 456 358 362 375 412



 （訂正後） 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものです。 
３ 平成14年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については１株当たり当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。 
４ 平成15年３月期、平成16年３月期及び平成17年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 
５ 平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 
６ 平成14年３月期及び平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については、当期純損失を計上しているため

記載しておりません。 
７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
８ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会
計基準適用指針第４号)を適用しております。 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 14,708 14,321 14,665 17,105 17,857

経常利益金額又は 
経常損失金額(△) 

(百万円) △1,044 161 585 696 549

当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△) 

(百万円) △910 323 197 361 △203

純資産額 (百万円) 9,182 9,079 9,201 9,435 9,172

総資産額 (百万円) 20,634 20,276 20,599 22,223 23,667

１株当たり純資産額 (円) 278.84 275.74 279.45 286.60 278.64

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) (円) △27.66 9.83 6.00 10.98 △6.19

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.5 44.8 44.7 42.5 38.8

自己資本利益率 (％) ― 3.54 2.16 3.88 ―

株価収益率 (倍) ― 12.41 39.33 23.59 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,275 △428 1,557 1,141 401

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,269 △422 △698 △1,164 △509

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △285 762 △565 △279 △43

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,595 1,506 1,801 1,498 1,510

従業員数 (名) 456 358 362 375 412



 (2) 提出会社の経営指標等 

（訂正前） 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものです。 

３ 平成14年３月期の「１株当たり配当額(内１株当たり中間配当額)」については、期末配当及び中間配当を実施しないた

め、「―(―)」で表示しております。 

４ 平成14年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については１株当たり当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。 

５ 平成15年３月期、平成16年３月期及び平成17年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

６ 平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

７ 平成14年３月期及び平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については当期純損失を計上しているため記

載しておりません。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

９ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。 

（訂正後） 

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 13,615 13,216 13,820 16,516 16,022

経常利益金額又は 
経常損失金額(△) 

(百万円) △1,066 178 633 711 520

当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△) 

(百万円) △925 340 230 348 △192

資本金 (百万円) 1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 (株) 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749

純資産額 (百万円) 9,045 8,959 9,113 9,338 9,093

総資産額 (百万円) 19,169 18,926 19,519 21,075 20,897

１株当たり純資産額 (円) 274.70 272.09 276.79 283.66 276.24

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

4.00 

(2.00)

4.00

(2.00)

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) (円) △28.09 10.33 7.00 10.58 △5.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.2 47.3 46.7 44.3 43.5

自己資本利益率 (％) ― 3.78 2.55 3.78 ―

株価収益率 (倍) ― 11.81 33.69 24.48 ―

配当性向 (％) ― 38.73 57.11 37.81 ―

従業員数 (名) 436 338 343 358 349

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 13,615 13,216 13,582 16,109 15,623



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第102期の当期純利益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものです。 

３ 平成14年３月期の「１株当たり配当額(内１株当たり中間配当額)」については、期末配当及び中間配当を実施しないた

め、「―(―)」で表示しております。 

４ 平成14年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については１株当たり当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。 

５ 平成15年３月期、平成16年３月期及び平成17年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

６ 平成18年３月期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

７ 平成14年３月期及び平成18年３月期の「自己資本利益率」、「株価収益率」については当期純損失を計上しているため記

載しておりません。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

９ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

経常利益金額又は 
経常損失金額(△) 

(百万円) △1,066 178 598 705 397

当期純利益金額又は 
当期純損失金額(△) 

(百万円) △925 340 209 344 △267

資本金 (百万円) 1,855 1,855 1,855 1,855 1,855

発行済株式総数 (株) 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749 32,930,749

純資産額 (百万円) 9,045 8,959 9,092 9,314 8,994

総資産額 (百万円) 19,169 18,926 19,487 21,037 20,745

１株当たり純資産額 (円) 274.70 272.09 276.17 282.92 273.23

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

4.00 

(2.00)

4.00

(2.00)

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) (円) △28.09 10.33 6.38 10.47 △8.12

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.2 47.3 46.7 44.3 43.4

自己資本利益率 (％) ― 3.78 2.33 3.74 ―

株価収益率 (倍) ― 11.81 36.99 24.74 ―

配当性向 (％) ― 38.73 62.70 38.20 ―

従業員数 (名) 436 338 343 358 349



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

（訂正前） 

＜前略＞ 

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高が182億56百万円と前連結会計年度に比べ７億43百万円(4.2％)の

増収となりました。 

また、利益につきましては、原材料価格高止まりの影響が大きく、経常利益は６億72百万円と前連結会計年度

に比べ29百万円(△4.2％)の減益となりました。また、当期純利益につきましては、遊休地売却に伴う特別利益４

億29百万円を計上したものの、樹脂管事業に係わる減損損失５億46百万円、鉄蓋・異形管の製造集約等に伴う固

定資産除却損などの特別損失があり、前連結会計年度に比べ４億94百万円減の１億29百万円の当期純損失となり

ました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、第１［企業の概況］３［事業の内容］に記載のとおり、当下期から事業の種類別セグメントの変更を行

っておりますので、以下に記載しております売上高等、セグメント情報の前年同期との比較に関する記載は、変

更後のセグメントに組替えた金額との比較にしております。 

1) ダクタイル鋳鉄製品 

ダクタイル鋳鉄製品は、鋳鉄管の販売価格は改善したものの、販売数量の減少が影響し売上高は、127億85百

万円と前連結会計年度に比べ５億31百万円(△4.0％)減収となりました。 

また、営業利益は原材料価格高止まりの影響が大きく、６億80百万円と前連結会計年度に比べ３億１百万円

(△30.7％)の減益となりました。 

2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業につきましては、平成15年度の事業開始以来順調に推移し、売上高は22億17百万円と

前連結会計年度に比べ１億73百万円(8.5％)の増収となりました。 

また、営業利益は40百万円と前連結会計年度93百万円の営業損失に対し１億33百万円改善いたしました。 

3) 樹脂管・倉庫その他 

樹脂管・倉庫その他の事業につきましては、当連結会計年度より株式会社鶴見工材センター、日鋳サービス

株式会社の２社を連結の範囲に含めた影響もあり売上高は32億53百万円と前連結会計年度に比べ11億２百万円

(51.2％)の増収となりました。 

また、営業損失は46百万円と前連結会計年度１億46百万円の営業損失に対し99百万円改善いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

（訂正後） 

＜前略＞ 

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高が178億57百万円と前連結会計年度に比べ７億51百万円(4.4％)の

増収となりました。 

また、利益につきましては、原材料価格高止まりの影響が大きく、経常利益は５億49百万円と前連結会計年度

に比べ１億46百万円(△21.1％)の減益となりました。また、当期純利益につきましては、遊休地売却に伴う特別



利益４億29百万円を計上したものの、樹脂管事業に係わる減損損失５億46百万円、鉄蓋・異形管の製造集約等

に伴う固定資産除却損などの特別損失があり、前連結会計年度に比べ５億65百万円減の２億３百万円の当期純損

失となりました。 

  

① 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、第１［企業の概況］３［事業の内容］に記載のとおり、当下期から事業の種類別セグメントの変更を行

っておりますので、以下に記載しております売上高等、セグメント情報の前年同期との比較に関する記載は、変

更後のセグメントに組替えた金額との比較にしております。 

1) ダクタイル鋳鉄製品 

ダクタイル鋳鉄製品は、鋳鉄管の販売価格は改善したものの、販売数量の減少が影響し売上高は、127億85百

万円と前連結会計年度に比べ５億22百万円(△3.9％)減収となりました。 

また、営業利益は原材料価格高止まりの影響が大きく、６億81百万円と前連結会計年度に比べ２億96百万円

(△30.3％)の減益となりました。 

2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業につきましては、平成15年度の事業開始以来順調に推移し、売上高は18億18百万円と

前連結会計年度に比べ１億70百万円(10.3％)の増収となりました。 

また、営業損失は82百万円と前連結会計年度94百万円の営業損失に対し12百万円改善いたしました。 

3) 樹脂管・倉庫その他 

樹脂管・倉庫その他の事業につきましては、当連結会計年度より株式会社鶴見工材センター、日鋳サービス

株式会社の２社を連結の範囲に含めた影響もあり売上高は32億53百万円と前連結会計年度に比べ11億３百万円

(51.3％)の増収となりました。 

また、営業損失は47百万円と前連結会計年度１億46百万円の営業損失に対し99百万円改善いたしました。 



 (2) キャッシュ・フローの状況 

（訂正前） 

  ＜前略＞ 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は、４億１百万円(前連結会計年度は11億41百万円の増加)となりました。 

これは主に税金等調整前当期純利益１億57百万円、減価償却費９億59百万円の収入に対し、製品在庫の圧縮に努

めましたが、販売の一部が下期後半にずれ込んだ影響等で営業債権が増加したことによるものであります。 

＜中略＞ 

（訂正後） 

  ＜前略＞ 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は、４億１百万円(前連結会計年度は11億41百万円の増加)となりました。 

これは主に税金等調整前当期純利益33百万円、減価償却費９億59百万円の収入に対し、製品在庫の圧縮に努めま

したが、販売の一部が下期後半にずれ込んだ影響等で営業債権が増加したことによるものであります。 

   ＜中略＞ 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  （訂正前） 

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当下期よりセグメントの事業区分の方法を変更しております。前年同期比の数値については、前年同期の金額を組み替え

して算出しております。 

２ セグメント間取引はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 (3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当下期よりセグメントの事業区分の方法を変更しております。前年同期比の数値については、前年同期の金額を組み替え

して算出しております。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄製品 12,804 △2.6 1,071 ＋1.8

エンジニアリング事業 2,508 ＋28.4 545 ＋114.5

樹脂管・倉庫その他 3,179 ＋42.8 129 △36.2

合計 18,492 ＋6.7 1,745 ＋15.7

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ダクタイル鋳鉄製品 12,785 △4.0 

エンジニアリング事業 2,217 ＋8.5 

樹脂管・倉庫その他 3,253 ＋51.2 

合計 18,256 ＋4.2 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

太三機工㈱ 2,647 15.1 2,501 13.7

安田㈱ 1,856 10.6 1,891 10.4



   （訂正後） 

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当下期よりセグメントの事業区分の方法を変更しております。前年同期比の数値については、前年同期の金額を組み替え

して算出しております。 

２ セグメント間取引はありません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 (3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当下期よりセグメントの事業区分の方法を変更しております。前年同期比の数値については、前年同期の金額を組み替え

して算出しております。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ダクタイル鋳鉄製品 12,804 △2.6 1,071 ＋1.8

エンジニアリング事業 2,473 ＋26.6 1,553 ＋72.8

樹脂管・倉庫その他 3,179 ＋42.8 129 △36.2

合計 18,457 ＋6.5 2,753 ＋27.9

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ダクタイル鋳鉄製品 12,785 △4.0 

エンジニアリング事業 1,818 ＋11.1 

樹脂管・倉庫その他 3,253 ＋51.2 

合計 17,857 ＋4.4 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

太三機工㈱ 2,503 15.5 2,483 13.9

安田㈱ 1,850 11.5 1,891 10.6



６ 【研究開発活動】 

  （訂正前） 

＜前略＞ 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は56百万円であり、各セグメント別の研究の目的、主要課

題、研究成果および研究開発費は次のとおりであります。 

   ＜中略＞ 

(2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業の関連では、バイオによる生ゴミおよび屎尿の処理装置の性能確認試験を当社久喜菖蒲工

場内で進めており、今後の成果が期待されています。 

当連結会計年度におけるエンジニアリング事業に係る研究開発費は、０百万円であります。 

  

  （訂正後） 

＜前略＞ 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は58百万円であり、各セグメント別の研究の目的、主要課

題、研究成果および研究開発費は次のとおりであります。 

   ＜中略＞ 

(2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業の関連では、バイオによる生ゴミおよび屎尿の処理装置の性能確認試験を当社久喜菖蒲工

場内で進めており、今後の成果が期待されています。 

当連結会計年度におけるエンジニアリング事業に係る研究開発費は、２百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  （訂正前） 

(1) 今期の経営成績の分析 



当社グループの当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ4.2％(７億43百万円)増収の182億56百万円と

なりました。 

主力のダクタイル鋳鉄製品(鋳鉄管、鉄蓋)につきましては、水道用資材の需要が減少傾向で推移するなか、前連

結会計年度に実施した鋳鉄管の建値改訂の浸透に努めるとともに、耐震性能が更に向上した高機能ダクタイル鋳鉄

管の販売に注力いたしました。その結果、販売価格は改善したものの販売数量が減少したため、売上高は127億85百

万円と前連結会計年度に比べ５億31百万円(△4.0％)減収となりました。 

エンジニアリング事業につきましては事業開始から３年が経過しましたが、この間、着実に実績を重ね、顧客の

信頼を獲得するとともに事業領域を拡大しつつあります。その結果、当連結会計年度の売上高は22億17百万円と前

連結会計年度に比べ１億73百万円(8.5％)の増収となりました。 

樹脂管・倉庫その他の事業のうち樹脂管につきましてはガス用ポリエチレン管及び下水用レジンコンクリート管

の販売が拡大し増収となりました。また、当連結会計年度より株式会社鶴見工材センター、日鋳サービス株式会社

の２社を連結範囲に含めた影響もあり売上高は、32億53百万円と前連結会計年度に比べ11億２百万円(51.2％)の増

収となりました。 

また、利益につきましては、原材料価格高止まりの影響が大きく、経常利益は６億72百万円と前当連結会計年度

に比べ29百万円(4.2％)の減益、当期純利益につきましては、遊休地売却にともなう特別利益４億29百万円を計上し

たものの、樹脂管事業に係わる減損損失５億46百万円、鉄蓋・異形管の製造集約等に伴う固定資産除却損などの特

別損失があり、前連結会計年度に比べ４億94百万円減の１億29百万円の当期純損失となりました。 

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当

期純利益１億57百万円、減価償却費９億59百万円の収入に対し、製品在庫の削減など資産圧縮に努めましたが、販

売の一部が下期後半にずれ込んだ影響で営業債権が増加し、４億１百万円の収入にとどまりました。 

  



  （訂正後） 

(1) 今期の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ4.4％(７億51百万円)増収の178億57百万円と

なりました。 

主力のダクタイル鋳鉄製品(鋳鉄管、鉄蓋)につきましては、水道用資材の需要が減少傾向で推移するなか、前連

結会計年度に実施した鋳鉄管の建値改訂の浸透に努めるとともに、耐震性能が更に向上した高機能ダクタイル鋳鉄

管の販売に注力いたしました。その結果、販売価格は改善したものの販売数量が減少したため、売上高は127億85百

万円と前連結会計年度に比べ５億22百万円(△3.9％)減収となりました。 

エンジニアリング事業につきましては事業開始から３年が経過しましたが、この間、着実に実績を重ね、顧客の

信頼を獲得するとともに事業領域を拡大しつつあります。その結果、当連結会計年度の売上高は18億18百万円と前

連結会計年度に比べ１億70百万円(10.3％)の増収となりました。 

樹脂管・倉庫その他の事業のうち樹脂管につきましてはガス用ポリエチレン管及び下水用レジンコンクリート管

の販売が拡大し増収となりました。また、当連結会計年度より株式会社鶴見工材センター、日鋳サービス株式会社

の２社を連結範囲に含めた影響もあり売上高は、32億53百万円と前連結会計年度に比べ11億３百万円(51.3％)の増

収となりました。 

また、利益につきましては、原材料価格高止まりの影響が大きく、経常利益は５億49百万円と前当連結会計年度

に比べ１億46百万円(21.1％)の減益、当期純利益につきましては、遊休地売却にともなう特別利益４億29百万円を

計上したものの、樹脂管事業に係わる減損損失５億46百万円、鉄蓋・異形管の製造集約等に伴う固定資産除却損な

どの特別損失があり、前連結会計年度に比べ５億65百万円減の２億３百万円の当期純損失となりました。 

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当

期純利益33百万円、減価償却費９億59百万円の収入に対し、製品在庫の削減など資産圧縮に努めましたが、販売の

一部が下期後半にずれ込んだ影響で営業債権が増加し、４億１百万円の収入にとどまりました。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

（訂正前） 

  

  

  
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※３   1,498 1,640  

２ 受取手形及び売掛金   5,482 5,344  

３ 完成工事未収入金   ― 1,768  

４ たな卸資産   4,842 4,327  

５ 前払費用   30 ―  

６ 繰延税金資産   99 151  

７ その他の流動資産   8 109  

貸倒引当金   △38 △14  

流動資産合計   11,925 53.6 13,326 55.9

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※２      

１ 建物及び構築物 4,238 4,858    

減価償却累計額 2,873 1,365 3,122 1,736  

２ 機械装置及び運搬具 15,026 15,344    

減価償却累計額 11,093 3,932 11,625 3,719  

３ 工具器具備品 3,530 3,596    

減価償却累計額 3,092 438 3,140 456  

４ 土地   3,111 3,355  

５ 建設仮勘定   9 2  

有形固定資産合計   8,857 39.7 9,270 38.9

(2) 無形固定資産   263 1.2 274 1.2

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券 
※１ 
 ３ 

  400 353  

２ 長期貸付金   300 ―  

３ 長期前払費用   28 ―  

４ 保証金   94 98  

５ 繰延税金資産   16 44  

６ その他の投資   458 484  

貸倒引当金   △83 △34  

投資その他の資産合計   1,214 5.5 947 4.0

固定資産合計   10,335 46.4 10,492 44.1

資産合計   22,260 100.0 23,819 100.0

  
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      



  

  

  

  

  

  

  

（訂正後） 

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金   4,378 4,396  

２ 工事未払金   ― 1,271  

３ 短期借入金 ※２   3,099 2,747  

４ 未払法人税等   29 324  

５ 未払消費税等   13 35  

６ 未払金   1,347 191  

７ 未払費用   419 444  

８ 設備関係支払手形   147 150  

９ その他の流動負債 ※３   134 130  

流動負債合計   9,569 43.0 9,692 40.7

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※２   2,182 3,065  

２ 退職給付引当金   392 434  

３ 役員退職慰労引当金   37 83  

４ 課徴金納付準備引当金   217 217  

５ 繰延税金負債   288 428  

６ 連結調整勘定   ― 241  

７ その他の固定負債   113 260  

固定負債合計   3,231 14.5 4,731 19.9

負債合計   12,801 57.5 14,423 60.6

(少数株主持分)      

少数株主持分   ― ― 124 0.5

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   1,855 8.3 1,855 7.8

Ⅱ 資本剰余金   264 1.2 264 1.1

Ⅲ 利益剰余金   7,259 32.6 6,992 29.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金   81 0.4 160 0.7

Ⅴ 自己株式 ※６   △1 △0.0 △2 △0.0

資本合計   9,459 42.5 9,271 38.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  22,260 100.0 23,819 100.0

  
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※３   1,498 1,640  

２ 受取手形及び売掛金   3,701 5,170  

３ 完成工事未収入金   1,104 847  



  

  

   

  

  
  

４ たな卸資産   5,444 5,211  

５ 前払費用   30 ―  

６ 繰延税金資産   115 217  

７ その他の流動資産   28 101  

貸倒引当金   △36 △14  

流動資産合計   11,887 53.5 13,174 55.7

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※２      

１ 建物及び構築物 4,238 4,858    

減価償却累計額 2,873 1,365 3,122 1,736  

２ 機械装置及び運搬具 15,026 15,344    

減価償却累計額 11,093 3,932 11,625 3,719  

３ 工具器具備品 3,530 3,596    

減価償却累計額 3,092 438 3,140 456  

４ 土地   3,111 3,355  

５ 建設仮勘定   9 2  

有形固定資産合計   8,857 39.8 9,270 39.2

(2) 無形固定資産   263 1.2 274 1.1

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券 
※１ 
 ３ 

  400 353  

２ 長期貸付金   300 ―  

３ 長期前払費用   28 ―  

４ 保証金   94 98  

５ 繰延税金資産   16 44  

６ その他の投資   458 484  

貸倒引当金   △83 △34  

投資その他の資産合計   1,214 5.5 947 4.0

固定資産合計   10,335 46.5 10,492 44.3

資産合計   22,223 100.0 23,667 100.0

  
前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金   4,378 4,396  

２ 工事未払金   1,247 1,243  

３ 短期借入金 ※２   3,099 2,747  

４ 未払法人税等   29 324  

５ 未払消費税等   0 10  

６ 未払金   100 191  

７ 未払費用   419 444  

８ 設備関係支払手形   147 150  



  
  

９ その他の流動負債 ※３   134 130  

流動負債合計   9,556 43.0 9,638 40.7

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※２   2,182 3,065  

２ 退職給付引当金   392 434  

３ 役員退職慰労引当金   37 83  

４ 課徴金納付準備引当金   217 217  

５ 繰延税金負債   288 428  

６ 連結調整勘定   ― 241  

７ その他の固定負債   113 260  

固定負債合計   3,231 14.5 4,731 20.0

負債合計   12,788 57.5 14,370 60.7

(少数株主持分)      

少数株主持分   ― ― 124 0.5

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   1,855 8.3 1,855 7.9

Ⅱ 資本剰余金   264 1.2 264 1.1

Ⅲ 利益剰余金   7,235 32.6 6,893 29.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金   81 0.4 160 0.7

Ⅴ 自己株式 ※６   △1 △0.0 △2 △0.0

資本合計   9,435 42.5 9,172 38.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  22,223 100.0 23,667 100.0



② 【連結損益計算書】 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   17,512 100.0 18,256 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   13,772 78.6 14,554 79.7

売上総利益   3,740 21.4 3,701 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

  2,997 17.2 3,025 16.6

営業利益   742 4.2 675 3.7

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 3 1    

２ 受取配当金 1 1    

３ 材質試験収入 ― 22    

４ 消費税等免税額 ― 13    

５ その他 67 72 0.4 65 104 0.6

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 76 71    

２ 手形売却損 14 19    

３ その他の費用 21 112 0.6 15 107 0.6

経常利益   702 4.0 672 3.7

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※３ 28 0    

２ 土地売却等利益 ※４ ― 429    

３ 投資有価証券売却益 ※５ 9 ―    

４ 過年度損益修正益 ※６ ― 1    

５ 貸倒引当金戻入益 ― 16    

６ 固定資産臨時償却費 
  戻入益 

※７ ― 37 0.2 1 449 2.5

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産売却損 ※８ ― 0    

２ 固定資産除却損 ※９ 9 184    

３ 減損損失 ※10 ― 546    

４ 操業短縮特別損失 ※11 58 183    

５ たな卸資産処分損 ― 49    

６ ゴルフ会員権評価損 1 69 0.4 ― 964 5.3

税金等調整前当期純利益   670 3.8 157 0.9

法人税、住民税 
及び事業税 

11 321    

法人税等調整額 293 305 1.7 △59 262 1.5

少数株主利益   ― ― 24 0.1

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  365 2.1 △129 △0.7

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

注記 百分比 百分比



  

③ 【連結剰余金計算書】 

（訂正前） 

  

区分 番号 金額(百万円) (％) 金額(百万円) (％)

Ⅰ 売上高   17,105 100.0 17,857 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   13,362 78.1 14,246 79.8

売上総利益   3,743 21.9 3,611 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

  3,007 17.6 3,058 17.1

営業利益   735 4.3 552 3.1

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 3 1    

２ 受取配当金 1 1    

３ 材質試験収入 ― 22    

４ 消費税等免税額 ― 13    

５ その他 67 72 0.5 65 104 0.6

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 76 71    

２ 手形売却損 14 19    

３ その他の費用 21 112 0.7 15 107 0.6

経常利益   696 4.1 549 3.1

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※３ 28 0    

２ 土地売却等利益 ※４ ― 429    

３ 投資有価証券売却益 ※５ 9 ―    

４ 過年度損益修正益 ※６ ― 1    

５ 貸倒引当金戻入益 ― 15    

６ 固定資産臨時償却費 
  戻入益 

※７ ― 37 0.2 1 448 2.5

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産売却損 ※８ ― 0    

２ 固定資産除却損 ※９ 9 184    

３ 減損損失 ※10 ― 546    

４ 操業短縮特別損失 ※11 58 183    

５ たな卸資産処分損 ― 49    

６ ゴルフ会員権評価損 1 69 0.4 ― 964 5.4

税金等調整前当期純利益   664 3.9 33 0.2

法人税、住民税 
及び事業税 

11 321    

法人税等調整額 290 302 1.8 △108 212 1.2

少数株主利益   ― ― 24 0.1

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  361 2.1 △203 △1.1

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 264 264



  

（訂正後） 

  

  

Ⅱ 資本剰余金期末残高 264 264

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,026 7,259

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 365 365 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 131 131  

 ２ 当期純損失 ― 129  

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金減少高 

― 131 6 267

Ⅳ 利益剰余金期末残高 7,259 6,992

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 264 264

Ⅱ 資本剰余金期末残高 264 264

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,005 7,235

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 361 361 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 131 131  

 ２ 当期純損失 ― 203  

 ３ 連結子会社増加に伴う 
   利益剰余金減少高 

― 131 6 342

Ⅳ 利益剰余金期末残高 7,235 6,893



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（訂正前） 

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前当期純利益   670 157 

２ 減価償却費   949 959 

３ 減損損失   ― 546 

４ 貸倒引当金の減少額   △24 △73 

５ 退職給付引当金の減少額   △65 △21 

６ 受取利息及び受取配当金   △4 △2 

７ 支払利息   76 71 

８ 有形固定資産売却益   △28 △0 

９ 土地売却等利益   ― △429 

10 投資有価証券売却益   △9 ― 

11 有形固定資産売却損   ― 0 

12 有形固定資産除却損   9 184 

13 売上債権の増加額   △1,942 △1,561 

14 たな卸資産の増減額(増加：△)   △647 521 

15 仕入債務の増減額(減少：△)   1,635 △17 

16 その他   600 178 

小計   1,220 515 

17 利息及び配当金の受取額   5 2 

18 利息の支払額   △73 △69 

19 法人税等の支払額   △10 △46 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,141 401 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得による支出   △887 △806 

２ 有形固定資産の売却による収入   30 458 

３ 無形固定資産の取得による支出   △23 △141 

４ 有価証券の取得による支出   △99 ― 

５ 有価証券の売却による収入   99 ― 

６ 投資有価証券の取得による支出   △30 ― 

７ 投資有価証券の売却による収入   45 ― 

８ 長期貸付による支出   △300 ― 

９ 新規連結に伴う子会社株式の
  取得による収入 

  ― 0 

10 その他   ― △20 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,164 △509 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の減少額   △40 △150 

２ 長期借入れによる収入   1,170 1,500 

３ 長期借入金の返済による支出   △1,276 △1,259 

４ 自己株式の取得による支出   △0 △0 

５ 親会社による配当金の支払額   △132 △132 

６ 少数株主への配当金の支払額   ― △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △279 △43 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △302 △151 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,801 1,498 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額 

  ― 163 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,498 1,510 



（訂正後） 

   

(表示方法の変更) 

（訂正前） 

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前当期純利益   664 33 

２ 減価償却費   949 959 

３ 減損損失   ― 546 

４ 貸倒引当金の減少額   △25 △72 

５ 退職給付引当金の減少額   △65 △21 

６ 受取利息及び受取配当金   △4 △2 

７ 支払利息   76 71 

８ 有形固定資産売却益   △28 △0 

９ 土地売却等利益   ― △429 

10 投資有価証券売却益   △9 ― 

11 有形固定資産売却損   ― 0 

12 有形固定資産除却損   9 184 

13 売上債権の増加額   △1,515 △1,157 

14 たな卸資産の増減額(増加：△)   △1,046 240 

15 仕入債務の増減額(減少：△)   1,635 △31 

16 その他   580 193 

小計   1,220 515 

17 利息及び配当金の受取額   5 2 

18 利息の支払額   △73 △69 

19 法人税等の支払額   △10 △46 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,141 401 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得による支出   △887 △806 

２ 有形固定資産の売却による収入   30 458 

３ 無形固定資産の取得による支出   △23 △141 

４ 有価証券の取得による支出   △99 ― 

５ 有価証券の売却による収入   99 ― 

６ 投資有価証券の取得による支出   △30 ― 

７ 投資有価証券の売却による収入   45 ― 

８ 長期貸付による支出   △300 ― 

９ 新規連結に伴う子会社株式の
  取得による収入 

  ― 0 

10 その他   ― △20 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,164 △509 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の減少額   △40 △150 

２ 長期借入れによる収入   1,170 1,500 

３ 長期借入金の返済による支出   △1,276 △1,259 

４ 自己株式の取得による支出   △0 △0 

５ 親会社による配当金の支払額   △132 △132 

６ 少数株主への配当金の支払額   ― △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △279 △43 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △302 △151 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,801 1,498 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額 

  ― 163 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   1,498 1,510 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 



  

（訂正後） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注記事項 

(連結損益計算書関係) 

（訂正前） 

  

至 平成17年３月31日) 至 平成18年３月31日) 

――――― (連結貸借対照表) 

前連結会計年度において、流動資産の「受取手形及び
売掛金」に含めていた「完成工事未収入金」は、連結総
資産の5/100を超えたため、当連結会計年度より区分掲
記しております。なお、前連結会計年度の流動資産の
「受取手形及び売掛金」に「完成工事未収入金」は
1,769百万円含まれております。また、前連結会計年度
において、流動負債の「未払金」に含めていた「工事未
払金」は、負債、少数株主持分及び資本合計の5/100を
超えたため、当連結会計年度より区分掲記しておりま
す。なお、前連結会計年度の流動負債の「未払金」に
「工事未払金」は1,247百万円含まれております。 
当連結会計年度から、「前払費用」(当連結会計年度

68百万円)は金額が僅少なため、流動資産の「その他の
流動資産」に含めて表示しております。また、当連結会
計年度から、「長期前払費用」(当連結会計年度33百万
円)は金額が僅少なため、投資その他の資産の「その他
の投資」に含めて表示しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結貸借対照表) 

 前連結会計年度において、流動資産の「受取手形及び

売掛金」に含めていた「完成工事未収入金」は、連結総

資産の5/100を超えたため、当連結会計年度より区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の流動資産の

「受取手形及び売掛金」に「完成工事未収入金」は428

百万円含まれております。また、前連結会計年度におい

て、流動負債の「未払金」に含めていた「工事未払金」

は、負債、少数株主持分及び資本合計の5/100を超えた

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。な

お、前連結会計年度の流動負債の「未払金」に「工事未

払金」は421百万円含まれております。 

(連結貸借対照表) 

当連結会計年度から、「前払費用」(当連結会計年度
35百万円)は金額が僅少なため、流動資産の「その他の
流動資産」に含めて表示しております。また、当連結会
計年度から、「長期前払費用」(当連結会計年度33百万
円)は金額が僅少なため、投資その他の資産の「その他
の投資」に含めて表示しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運送費 729百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運送費 645百万円



  

（訂正後） 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

  

販売諸費 94 〃

給料手当 785 〃

賞与 251 〃

退職給付費用 47 〃

福利厚生費 138 〃

一般管理費 49百万円

当期製造費用 21 〃

計 71百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

※４ 土地売却等利益の主な内訳 

販売諸費 80 〃 

給料手当 838 〃 

賞与 254 〃 

退職給付費用 44 〃 

福利厚生費 157 〃 

一般管理費 39百万円

当期製造費用 16 〃 

計 56百万円

提出会社による所有土地売却益 253百万円

提出会社による借地権
転借権利金 

175百万円

計 429百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

  

運送費 729百万円

販売諸費 94 〃

給料手当 785 〃

賞与 251 〃

退職給付費用 47 〃

福利厚生費 138 〃

一般管理費 49百万円

当期製造費用 21 〃

計 71百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

※４ 土地売却等利益の主な内訳 

運送費 645百万円

販売諸費 80 〃 

給料手当 865 〃 

賞与 254 〃 

退職給付費用 44 〃 

福利厚生費 157 〃 

一般管理費 42百万円

当期製造費用 16 〃 

計 58百万円

提出会社による所有土地売却益 302百万円

提出会社による借地権
転借権利金 

127百万円

計 429百万円



 (税効果会計関係) 

（訂正前） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

項目  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産        

 未払費用(賞与)損金算入限度超過額   75百万円   85百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額   17百万円   6百万円

 投資有価証券評価損   36百万円   36百万円

 退職給付引当金損金算入限度超過額   46百万円   55百万円

 役員退職慰労引当金   14百万円   32百万円

 たな卸資産評価損   1百万円   22百万円

 繰越欠損金   10百万円   14百万円

 未払事業税   6百万円   6百万円

 固定資産減損損失   ―百万円   199百万円

 その他   26百万円   40百万円

繰延税金資産小計   236百万円   499百万円

評価性引当額   ―百万円   △154百万円

繰延税金資産合計   236百万円   344百万円

繰延税金負債        

 買換資産圧縮積立金   △355百万円   △354百万円

 その他有価証券評価差額金   △54百万円   △107百万円

 子会社全面時価評価による 

 繰延税金負債 
  ―百万円   △115百万円

繰延税金負債合計   △409百万円   △577百万円

繰延税金資産(△負債)の純額   △172百万円   △232百万円

   
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

流動資産―繰延税金資産   99百万円   151百万円

固定資産―繰延税金資産   16百万円   44百万円

固定負債―繰延税金負債   288百万円   428百万円

前連結会計年度 当連結会計年度 



  

項目   (平成17年３月31日)   (平成18年３月31日) 

法定実効税率   40.0％   40.0％

(調整)        

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
  4.9％   21.9％

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.3％   △1.7％

住民税均等割   1.5％   7.3％

土地(非償却資産)等 

固定資産減損損失 
  ―％   98.0％

その他   △0.6％   0.5％

税効果会計適用後の法人税等負担率   45.5％   166.0％



   （訂正後） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

項目  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産        

 未払費用(賞与)損金算入限度超過額   75百万円   85百万円

 貸倒引当金損金算入限度超過額   17百万円   6百万円

 投資有価証券評価損   36百万円   36百万円

 退職給付引当金損金算入限度超過額   46百万円   55百万円

 役員退職慰労引当金   14百万円   32百万円

 たな卸資産評価損   1百万円   22百万円

 過年度損益修正            16百万円   66百万円

 繰越欠損金   10百万円   14百万円

 未払事業税   6百万円   6百万円

 固定資産減損損失   ―百万円   199百万円

 その他   26百万円   40百万円

繰延税金資産小計   253百万円   565百万円

評価性引当額   ―百万円   △154百万円

繰延税金資産合計   253百万円   410百万円

繰延税金負債        

 買換資産圧縮積立金   △355百万円   △354百万円

 その他有価証券評価差額金   △54百万円   △107百万円

 子会社全面時価評価による 

 繰延税金負債 
  ―百万円   △115百万円

繰延税金負債合計   △409百万円   △577百万円

繰延税金資産(△負債)の純額   △156百万円   △166百万円

   
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
  

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

流動資産―繰延税金資産   115百万円   217百万円

固定資産―繰延税金資産   16百万円   44百万円

固定負債―繰延税金負債   288百万円   428百万円

前連結会計年度 当連結会計年度 



  

項目   (平成17年３月31日)   (平成18年３月31日) 

法定実効税率   40.0％   40.0％

(調整)        

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
  4.9％   103.6％

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.3％   △8.2％

住民税均等割   1.6％   34.4％

土地(非償却資産)等 

固定資産減損損失 
  ―％   462.6％

その他   △0.6％   2.7％

税効果会計適用後の法人税等負担率   45.6％   635.1％



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

     （訂正前） 

(注) １ 事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品名または事業の内容 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(4,836百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現預金)、長

期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

  
鋳鉄管 
(百万円) 

鉄蓋
(百万円) 

樹脂管・工事
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

11,720 1,597 4,194 17,512 ― 17,512

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 11,720 1,597 4,194 17,512 ― 17,512

営業費用 10,474 1,861 4,434 16,770 ― 16,770

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,245 △264 △239 742 ― 742

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 11,135 1,865 4,423 17,424 4,836 22,260

減価償却費 496 131 93 721 228 949

資本的支出 659 51 63 773 125 899

事業区分 主要製品または事業の内容 

鋳鉄管 ダクタイル鋳鉄管、異形管

鉄蓋 FEM鉄蓋

樹脂管・工事その他 
ポリエチレン管、レジンコンクリート管、水道施 
設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業、
付属部品、倉庫・運送業 



（訂正後） 

(注) １ 事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品名または事業の内容 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(4,821百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現預金)、長

期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

  
鋳鉄管 
(百万円) 

鉄蓋
(百万円) 

樹脂管・工事
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

11,710 1,597 3,797 17,105 ― 17,105

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 11,710 1,597 3,797 17,105 ― 17,105

営業費用 10,468 1,861 4,039 16,370 ― 16,370

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,241 △264 △241 735 ― 735

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 11,033 1,876 4,491 17,401 4,821 22,223

減価償却費 496 131 93 721 228 949

資本的支出 659 51 63 773 125 899

事業区分 主要製品または事業の内容 

鋳鉄管 ダクタイル鋳鉄管、異形管

鉄蓋 FEM鉄蓋

樹脂管・工事その他 
ポリエチレン管、レジンコンクリート管、水道施 
設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業、
付属部品、倉庫・運送業 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

     （訂正前） 

(注) １ 事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。 

２ 事業区分方法の変更 

従来「樹脂管・工事その他」の区分に属していた水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業については、事業

の拡大により重要性が増してきたことと、当社グループ内において事業としての位置づけがより明確化したことに伴い、

当下期より区分するとともに、当該セグメントの名称を「エンジニアリング事業」としております。それに伴い「樹脂

管・工事その他」のセグメント名称を当下期より、「樹脂管・倉庫その他」に変更しております。また、従来「鋳鉄管」

の区分に属していた異形管と「鉄蓋」の区分に属していた「FEM鉄蓋事業」は、当下期より同一の設備にて製造を開始し

たことにより、製造方法、製品の類似性から当下期より、従来の「鋳鉄管」に属していた事業と同一のセグメントに区分

するとともに、当該セグメントの名称を「ダクタイル鋳鉄製品」としております。これらの変更は、事業の実態をより正

確に表示し、事業の種類別セグメント情報の有用性を高めるために行ったものであります。 

なお、当連結会計年度において、「ダクタイル鋳鉄製品」に含まれている従来事業区分しておりました「鋳鉄管」の売上

高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)は11,372百万円であり、営業費用は1O,381百万円であります。 
  

  

なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のように

なります。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  
ダクタイル鋳

鉄製品 
(百万円) 

エンジニアリ
ング事業 
(百万円) 

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

12,785 2,217 3,253 18,256 ― 18,256

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

270 0 53 323 (323) ―

計 13,056 2,217 3,306 18,579 (323) 18,256

営業費用 12,375 2,176 3,352 17,905 (325) 17,580

営業利益又は 
営業損失(△) 

680 40 △46 674 1 675

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

    

資産 15,150 2,105 2,351 19,607 4,211 23,819

減価償却費 631 1 93 726 232 959

減損損失 ― ― 546 546 ― 546

資本的支出 684 ― 62 747 219 967

従来 当下期

事業区分 
主要製品または事業の内
容 

事業区分 主要製品または事業の内容 

鋳鉄管 
ダクタイル鋳鉄管、異形
管 

ダクタイル鋳鉄製品
ダクタイル鋳鉄管、異形
管、FEM鉄蓋 

鉄蓋 FEM鉄蓋 
エンジニアリング事
業 

水道施設工事業、土木工事
業、エンジニアリング事業 

樹脂管・工事その
他 

ポリエチレン管、レジン
コンクリート管、水道施
設工事業、土木工事業、
エンジニアリング事業、
付属部品、ガス用配管材
等の保管及び輸送、久喜
菖蒲工場の業務請負、産
業廃棄物の収集、運搬及
び積み替え保管、古鉄類
(金属、樹脂等)の販売 

樹脂管・倉庫その他

ポリエチレン管、レジンコ
ンクリート管、付属部品、
ガス用配管材等の保管及び
輸送、久喜菖蒲工場の業務
請負、産業廃棄物の収集、
運搬及び積み替え保管、古
鉄類(金属、樹脂等)の販売 

  
ダクタイル 
鋳鉄製品 
(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     



  

また、当中間連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のよ

うになります。 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(4,211百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現預金)、長

期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

13,317 2,043 2,150 17,512 ― 17,512

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 13,317 2,043 2,150 17,512 ― 17,512

営業費用 12,336 2,136 2,297 16,770 ― 16,770

営業利益又は 
営業損失(△) 

981 △93 △146 742 ― 742

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 13,001 2,063 2,360 17,424 4,836 22,260

減価償却費 628 1 92 721 228 949

資本的支出 710 ― 63 773 125 899

  
ダクタイル 
鋳鉄製品 
(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

5,342 164 1,373 6,881 ― 6,881

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

44 ― 28 72 (72) ―

計 5,386 164 1,402 6,954 (72) 6,881

営業費用 5,215 218 1,494 6,928 (73) 6,855

営業利益又は 
営業損失(△) 

171 △53 △92 25 0 26



（訂正後） 

(注) １ 事業区分は、製造方法、製品の類似性により区分しております。 

２ 事業区分方法の変更 

従来「樹脂管・工事その他」の区分に属していた水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業については、事業

の拡大により重要性が増してきたことと、当社グループ内において事業としての位置づけがより明確化したことに伴い、

当下期より区分するとともに、当該セグメントの名称を「エンジニアリング事業」としております。それに伴い「樹脂

管・工事その他」のセグメント名称を当下期より、「樹脂管・倉庫その他」に変更しております。また、従来「鋳鉄管」

の区分に属していた異形管と「鉄蓋」の区分に属していた「FEM鉄蓋事業」は、当下期より同一の設備にて製造を開始し

たことにより、製造方法、製品の類似性から当下期より、従来の「鋳鉄管」に属していた事業と同一のセグメントに区分

するとともに、当該セグメントの名称を「ダクタイル鋳鉄製品」としております。これらの変更は、事業の実態をより正

確に表示し、事業の種類別セグメント情報の有用性を高めるために行ったものであります。 

なお、当連結会計年度において、「ダクタイル鋳鉄製品」に含まれている従来事業区分しておりました「鋳鉄管」の売上

高(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)は11,239百万円であり、営業費用は1O,247百万円であります。 
  

  

  

なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のように

なります。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  
ダクタイル鋳

鉄製品 
(百万円) 

エンジニアリ
ング事業 
(百万円) 

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

12,785 1,818 3,253 17,857 ― 17,857

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

137 0 53 190 (190) ―

計 12,923 1,818 3,306 18,048 (190) 17,857

営業費用 12,241 1,901 3,353 17,497 (192) 17,304

営業利益又は 
営業損失(△) 

681 △82 △47 551 1 552

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

    

資産 14,331 2,139 2,979 19,450 4,216 23,667

減価償却費 631 1 93 726 232 959

減損損失 ― ― 546 546 ― 546

資本的支出 684 ― 62 747 219 967

従来 当下期

事業区分 
主要製品または事業の内
容 

事業区分 主要製品または事業の内容 

鋳鉄管 
ダクタイル鋳鉄管、異形
管 

ダクタイル鋳鉄製品
ダクタイル鋳鉄管、異形
管、FEM鉄蓋 

鉄蓋 FEM鉄蓋 
エンジニアリング事
業 

水道施設工事業、土木工事
業、エンジニアリング事業 

樹脂管・工事その
他 

ポリエチレン管、レジン
コンクリート管、水道施
設工事業、土木工事業、
エンジニアリング事業、
付属部品、ガス用配管材
等の保管及び輸送、久喜
菖蒲工場の業務請負、産
業廃棄物の収集、運搬及
び積み替え保管、古鉄類
(金属、樹脂等)の販売 

樹脂管・倉庫その他

ポリエチレン管、レジンコ
ンクリート管、付属部品、
ガス用配管材等の保管及び
輸送、久喜菖蒲工場の業務
請負、産業廃棄物の収集、
運搬及び積み替え保管、古
鉄類(金属、樹脂等)の販売 

  
ダクタイル 
鋳鉄製品 
(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     



  

また、当中間連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分すると次のよ

うになります。 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(4,216百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現預金)、長

期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

13,308 1,648 2,149 17,105 ― 17,105

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 13,308 1,648 2,149 17,105 ― 17,105

営業費用 12,330 1,743 2,295 16,370 ― 16,370

営業利益又は 
営業損失(△) 

977 △94 △146 735 ― 735

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 12,812 2,145 2,443 17,401 4,821 22,223

減価償却費 628 1 92 721 228 949

資本的支出 710 ― 63 773 125 899

  
ダクタイル 
鋳鉄製品 
(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

樹脂管・倉庫
その他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

5,342 571 1,373 7,288 ― 7,288

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

44 ― 28 72 (72) ―

計 5,386 571 1,402 7,361 (72) 7,288

営業費用 5,216 615 1,494 7,326 (73) 7,253

営業利益又は 
営業損失(△) 

170 △43 △92 34 0 35



 (１株当たり情報) 

（訂正前） 

  

  

（訂正後） 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 287.34円 １株当たり純資産額 281.64円

１株当たり当期純利益 11.09円 １株当たり当期純損失 3.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 365百万円

普通株式に係る当期純利益 365百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 32,923千株

  

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純損失 129百万円

普通株式に係る当期純損失 129百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 32,920千株

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 286.60円 １株当たり純資産額 278.64円

１株当たり当期純利益 10.98円 １株当たり当期純損失 6.19円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 361百万円

普通株式に係る当期純利益 361百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 32,923千株

  

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純損失 203百万円

普通株式に係る当期純損失 203百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 32,920千株



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

（訂正前） 

  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※４   1,037 769  

２ 受取手形 ※６   1,799 2,127  

３ 売掛金 ※６   1,271 1,986  

４ 完成工事未収入金   1,770 1,768  

５ 製品 ※１   3,970 3,542  

６ 原材料   133 120  

７ 仕掛品 ※２   288 247  

８ 貯蔵品   386 378  

９ 前払費用   30 64  

10 繰延税金資産   85 119  

11 未収入金   3 18  

12 仮払金   1 0  

13 その他   4 ―  

貸倒引当金   △22 △4  

流動資産合計   10,760 51.1 11,139 53.3

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※３      

１ 建物 3,484 3,447    

減価償却累計額 2,295 1,188 2,287 1,160  

２ 構築物 753 743    

減価償却累計額 577 176 575 167  

３ 機械装置 14,761 14,221    

減価償却累計額 10,850 3,911 10,626 3,595  

４ 車両運搬具 254 204    

減価償却累計額 233 20 190 14  

５ 工具器具備品 3,526 3,431    

減価償却累計額 3,089 437 3,011 419  

６ 土地   3,111 2,772  

７ 建設仮勘定   9 2  

有形固定資産合計   8,855 42.0 8,132 38.9

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(2) 無形固定資産      



  
  

  

  

   

１ 借地権   102 79  

２ ソフトウェア   150 183  

３ 電話加入権   9 9  

４ 水道施設利用権   ― 0  

無形固定資産合計   262 1.2 273 1.3

(3) 投資その他の資産        

１ 投資有価証券 ※４   330 353  

２ 関係会社株式   76 189  

３ 出資金   0 0  

４ 長期貸付金 ※６   300 270  

５ 更生債権等   22 21  

６ 前払年金費用   369 408  

７ 長期前払費用   28 33  

８ 保証金   93 97  

貸倒引当金   △22 △21  

投資その他の資産合計   1,196 5.7 1,352 6.5

固定資産合計   10,314 48.9 9,758 46.7

資産合計   21,075 100.0 20,897 100.0

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※６   2,027 1,777  

２ 買掛金 ※６   1,255 977  

３ 短期借入金   1,850 1,700  

４ 一年以内に返済予定の 
  長期借入金 

※３   1,239 996  

５ 未払金   99 113  

６ 工事未払金   1,298 1,322  

７ 未払法人税等   28 274  

８ 未払消費税等   12 24  

９ 未払費用   413 417  

10 預り金   38 34  

11 設備関係支払手形   147 150  

12 従業員預り金 ※４   94 91  

流動負債合計   8,505 40.4 7,879 37.7

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※３   2,182 2,686  

２ 退職給付引当金   392 399  

３ 役員退職慰労引当金   36 46  

４ 課徴金納付準備引当金   217 217  



  

  

次へ 

５ 繰延税金負債   288 313  

６ 預り保証金   113 260  

固定負債合計   3,230 15.3 3,923 18.8

負債合計   11,736 55.7 11,803 56.5

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   1,855 8.8 1,855 8.9

Ⅱ 資本剰余金      

  資本準備金   264 264  

資本剰余金合計   264 1.3 264 1.2

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   463 463  

２ 任意積立金      

 (1) 買換資産圧縮積立金 534 533    

 (2) 別途積立金 5,362 5,896 5,362 5,895  

３ 当期未処分利益   777 454  

利益剰余金合計   7,138 33.8 6,814 32.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※８   81 0.4 160 0.8

Ⅴ 自己株式 ※９   △1 △0.0 △2 △0.0

資本合計   9,338 44.3 9,093 43.5

負債及び資本合計   21,075 100.0 20,897 100.0



（訂正後） 

  
  

  

次へ 

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※３   1,037 769  

２ 受取手形 ※５   1,799 2,127  

３ 売掛金 ※５   1,259 1,812  

４ 完成工事未収入金   1,105 847  

５ 製品 ※１   3,978 3,682  

６ 原材料   133 120  

７ 仕掛品   255 247  

８ 未成工事支出金   627 743  

９ 貯蔵品   386 378  

10 前払費用   30 30  

11 繰延税金資産   101 185  

12 未収入金   3 18  

13 未収消費税等   19 25  

14 仮払金   1 0  

15 その他   4 ―  

貸倒引当金   △21 △4  

流動資産合計   10,723 51.0 10,986 53.0

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産 ※２      

１ 建物 3,484 3,447    

減価償却累計額 2,295 1,188 2,287 1,160  

２ 構築物 753 743    

減価償却累計額 577 176 575 167  

３ 機械装置 14,761 14,221    

減価償却累計額 10,850 3,911 10,626 3,595  

４ 車両運搬具 254 204    

減価償却累計額 233 20 190 14  

５ 工具器具備品 3,526 3,431    

減価償却累計額 3,089 437 3,011 419  

６ 土地   3,111 2,772  

７ 建設仮勘定   9 2  

有形固定資産合計   8,855 42.1 8,132 39.2



  

  

前へ   次へ 

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(2) 無形固定資産      

１ 借地権   102 79  

２ ソフトウェア   150 183  

３ 電話加入権   9 9  

４ 水道施設利用権   ― 0  

無形固定資産合計   262 1.2 273 1.3

(3) 投資その他の資産        

１ 投資有価証券 ※３   330 353  

２ 関係会社株式   76 189  

３ 出資金   0 0  

４ 長期貸付金 ※５   300 270  

５ 更生債権等   22 21  

６ 前払年金費用   369 408  

７ 長期前払費用   28 33  

８ 保証金   93 97  

貸倒引当金   △22 △21  

投資その他の資産合計   1,196 5.7 1,352 6.5

固定資産合計   10,314 49.0 9,758 47.0

資産合計   21,037 100.0 20,745 100.0

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※５   2,027 1,777  

２ 買掛金 ※５   1,255 977  

３ 短期借入金   1,850 1,700  

４ 一年以内に返済予定の 
  長期借入金 

※２   1,239 996  

５ 未払金   99 113  

６ 工事未払金   1,298 1,294  

７ 未払法人税等   28 274  

８ 未払費用   413 417  

９ 預り金   38 34  

10 設備関係支払手形   147 150  

11 従業員預り金 ※３   94 91  

流動負債合計   8,492 40.4 7,826 37.7



  

前へ     

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※２   2,182 2,686  

２ 退職給付引当金   392 399  

３ 役員退職慰労引当金   36 46  

４ 課徴金納付準備引当金   217 217  

５ 繰延税金負債   288 313  

６ 預り保証金   113 260  

固定負債合計   3,230 15.3 3,923 18.9

負債合計   11,723 55.7 11,750 56.6

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※４   1,855 8.8 1,855 8.9

Ⅱ 資本剰余金      

  資本準備金   264 264  

資本剰余金合計   264 1.3 264 1.3

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   463 463  

２ 任意積立金      

 (1) 買換資産圧縮積立金 534 533    

 (2) 別途積立金 5,362 5,896 5,362 5,895  

３ 当期未処分利益   753 355  

利益剰余金合計   7,114 33.8 6,715 32.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※７   81 0.4 160 0.8

Ⅴ 自己株式 ※８   △1 △0.0 △2 △0.0

資本合計   9,314 44.3 8,994 43.4

負債及び資本合計   21,037 100.0 20,745 100.0



② 【損益計算書】 

（訂正前） 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   16,516 100.0 16,022 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 期首製品たな卸高 ※２ 3,413 3,970   

２ 当期商品仕入高 3,813 3,216   

３ 当期製品製造原価 
※３ 
※５ 

9,855 9,406   

  合計 17,081 16,594   

４ 他勘定振替高 132 278   

５ 期末製品たな卸高 ※２ 3,970 12,978 78.6 3,542 12,773 79.7

売上総利益   3,538 21.4 3,248 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 販売費及び一般管理費 
※４ 
※５ 

  2,785 16.8 2,732 17.1

営業利益   753 4.6 515 3.2

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 2 6   

２ 受取配当金 1 2   

３ 作業屑売却益 4 5   

４ 材質試験収入 ― 22   

５ その他 60 69 0.4 70 107 0.7

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 76 67   

２ 手形売却損 14 19   

３ たな卸差損 12 10   

４ その他 8 111 0.7 5 103 0.7

経常利益   711 4.3 520 3.2

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※７ ― 0   

２ 土地売却等利益 ※８ ― 429   

３ 投資有価証券売却益 ※６ 2 ―   

４ 貸倒引当金戻入益 ― 2 0.0 19 449 2.8

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※９ 9 180   

２ 減損損失 ※10 ― 546   

３ 操業短縮特別損失 ※11 58 183   

４ たな卸資産処分損 ― 49   

５ ゴルフ会員権評価損 1 69 0.4 ― 959 5.9

税引前当期純利益   644 3.9 10 0.1

法人税、住民税 
及び事業税 

11 265   

法人税等調整額 284 295 1.8 △62 202 1.3

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  348 2.1 △192 △1.2

前期繰越利益   495 713 

中間配当額   65 65 

当期未処分利益   777 454 



  （訂正後） 

  

製造原価明細書 

（訂正前） 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   16,109 100.0 15,623 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 期首製品たな卸高 ※２ 3,413 3,978   

２ 当期商品仕入高 3,813 3,216   

３ 当期製品製造原価 
※３ 
※５ 

9,452 9,231   

  合計 16,679 16,426   

４ 他勘定振替高 132 278   

５ 期末製品たな卸高 ※２ 3,978 12,568 78.0 3,682 12,465 79.8

売上総利益   3,541 22.0 3,158 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 販売費及び一般管理費 
※４ 
※５ 

  2,794 17.4 2,765 17.7

営業利益   746 4.6 392 2.5

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 2 6   

２ 受取配当金 1 2   

３ 作業屑売却益 4 5   

４ 材質試験収入 ― 22   

５ その他 60 69 0.5 70 107 0.7

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 76 67   

２ 手形売却損 14 19   

３ たな卸差損 12 10   

４ その他 8 111 0.7 5 103 0.7

経常利益   705 4.4 397 2.5

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※７ ― 0   

２ 土地売却等利益 ※８ ― 429   

３ 投資有価証券売却益 ※６ 2 ―   

４ 貸倒引当金戻入益 ― 2 0.0 18 447 2.9

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※９ 9 180   

２ 減損損失 ※10 ― 546   

３ 操業短縮特別損失 ※11 58 183   

４ たな卸資産処分損 ― 49   

５ ゴルフ会員権評価損 1 69 0.4 ― 959 6.1

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失（△） 

  638 4.0 △114 △0.7

法人税、住民税 
及び事業税 

11 265   

法人税等調整額 281 293 1.9 △112 152 1.0

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

  344 2.1 △267 △1.7

前期繰越利益   474 689 

中間配当額   65 65 

当期未処分利益   753 355 

  前事業年度
(自 平成16年４月１日 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 



  

  

（訂正後） 

  

至 平成17年３月31日) 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 3,783 38.4 3,683 39.4

Ⅱ 労務費 2,209 22.4 2,192 23.5

Ⅲ 経費 ※ 3,868 39.2 3,466 37.1

当期総製造費用 9,862 100.0 9,342 100.0

期首仕掛品たな卸高 284 288  

合計 10,146 9,630  

他勘定振替高 3 △23  

期末仕掛品たな卸高 288 247  

当期製品製造原価 9,855 9,406  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 3,783 38.4 3,683 39.4

Ⅱ 労務費 2,209 22.4 2,192 23.5

Ⅲ 経費 ※ 3,868 39.2 3,466 37.1

当期総製造費用 9,862 100.0 9,342 100.0

期首仕掛品たな卸高 487 883  

合計 10,349 10,225  

他勘定振替高 13 3  

期末仕掛品たな卸高 883 990  

当期製品製造原価 9,452 9,231  



③ 【利益処分計算書】 

（訂正前） 

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

（訂正後） 

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 777 454

Ⅱ 任意積立金取崩額  

  買換資産圧縮積立金取崩
額 

1 1 1 1

合計 779 456

Ⅲ 利益処分額  

  配当金 65 65 65 65

Ⅳ 次期繰越利益 713 390

   

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 753 355

Ⅱ 任意積立金取崩額  

  買換資産圧縮積立金取崩
額 

1 1 1 1

合計 754 357

Ⅲ 利益処分額  

  配当金 65 65 65 65

Ⅳ 次期繰越利益 689 291

   



注記事項 

(貸借対照表関係) 

（訂正前） 

  

  

  

  

  

  

（訂正後） 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。 

※１ 製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。 

※２ このうち未成工事支出金を33百万円含んでおりま

す。 

※２ このうち未成工事支出金を０百万円含んでおりま

す。 

※３ 担保資産 

このうち一年以内に返済予定の長期借入金695百

万円及び長期借入金309百万円の担保として根抵

当権に供しているものは次のとおりであります。 

土地 935百万円(帳簿価額)

建物 1,042 〃 (  〃  )

機械装置 3,523 〃 (  〃  )

計 5,501 〃 (  〃  )

※３ 担保資産 

このうち一年以内に返済予定の長期借入金129百

万円及び長期借入金1,042百万円の担保として根

抵当権(極度額10百万円)に供しているものは次の

とおりであります。 

土地 935百万円(帳簿価額)

建物 1,000 〃 (  〃  ) 

機械装置 3,435 〃 (  〃  ) 

計 5,371 〃 (  〃  ) 

※４ このうち従業員社内預金94百万円の担保として利

付興業債券110百万円に質権の設定をしておりま

す。 

※４ このうち従業員社内預金91百万円の担保として定

期預金130百万円に質権の設定をしております。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行なわ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

とになっております。 

※５ 会社が発行する株式 普通株式 128,000千株

発行済株式総数   普通株式 32,930千株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行なわ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

とになっております。 

※５ 会社が発行する株式 普通株式 128,000千株

発行済株式総数   普通株式 32,930千株

※６ 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。 

受取手形及び売掛金 181百万円

長期貸付金 300百万円

支払手形及び買掛金 99百万円

※６ 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。 

受取手形及び売掛金 171百万円

長期貸付金 270百万円

支払手形及び買掛金 159百万円

７ 保証債務 

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション) 

518百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額 

75百万円

７ 保証債務 

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション) 

751百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額 

58百万円

※８ 配当制限 

その他有価証券の時価評価に伴い、その他有価証

券評価差額金81百万円を計上しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※８ 配当制限 

その他有価証券の時価評価に伴い、その他有価証

券評価差額金160百万円を計上しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※９ 自己株式の保有数 

普通株式 9千株

※９ 自己株式の保有数 

普通株式 11千株

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。 

※１ 製品には区分が困難なため仕入商品も含んでおり

ます。 



  

  

  

  

  

  

  

(損益計算書関係) 

（訂正前） 

※２ 担保資産 

このうち一年以内に返済予定の長期借入金695百

万円及び長期借入金309百万円の担保として根抵

当権に供しているものは次のとおりであります。 

土地 935百万円(帳簿価額)

建物 1,042 〃 (  〃  )

機械装置 3,523 〃 (  〃  )

計 5,501 〃 (  〃  )

※２ 担保資産 

このうち一年以内に返済予定の長期借入金129百

万円及び長期借入金1,042百万円の担保として根

抵当権(極度額10百万円)に供しているものは次の

とおりであります。 

土地 935百万円(帳簿価額)

建物 1,000 〃 (  〃  ) 

機械装置 3,435 〃 (  〃  ) 

計 5,371 〃 (  〃  ) 

※３ このうち従業員社内預金94百万円の担保として利

付興業債券110百万円に質権の設定をしておりま

す。 

※３ このうち従業員社内預金91百万円の担保として定

期預金130百万円に質権の設定をしております。 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行なわ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

とになっております。 

※４ 会社が発行する株式 普通株式 128,000千株

発行済株式総数   普通株式 32,930千株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行なわ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ

とになっております。 

※４ 会社が発行する株式 普通株式 128,000千株

発行済株式総数   普通株式 32,930千株

※５ 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。 

受取手形及び売掛金 181百万円

長期貸付金 300百万円

支払手形及び買掛金 99百万円

※５ 関係会社に対する主な資産及び負債で区分掲記し

た以外で各科目に含まれているものは次のとおり

であります。 

受取手形及び売掛金 171百万円

長期貸付金 270百万円

支払手形及び買掛金 159百万円

６ 保証債務 

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション) 

518百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額 

75百万円

６ 保証債務 

(1) 手形債権流動化に伴う買戻し義務
限度額(ジャパン・セキュリタイ
ゼーション・コーポレーション) 

751百万円

(2) 住宅財形融資制度に基づく従業員
の銀行からの借入保証額 

58百万円

※７ 配当制限 

その他有価証券の時価評価に伴い、その他有価証

券評価差額金81百万円を計上しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※７ 配当制限 

その他有価証券の時価評価に伴い、その他有価証

券評価差額金160百万円を計上しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※８ 自己株式の保有数 

普通株式 9千株

※８ 自己株式の保有数 

普通株式 11千株

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち完成工事高2,042百万円、倉庫収入67百

万円を含んでおります。 

※１ このうち完成工事高1,645百万円を含んでおりま

す。 

※３ このうち完成工事原価1,925百万円、倉庫原価75

百万円を含んでおります。 

※３ このうち完成工事原価1,447百万円を含んでおり

ます。 

※４ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運送費 711百万円

※４ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運送費 640百万円



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（訂正後） 

販売諸費 97 〃

旅費及び交通費 126 〃

給料手当 686 〃

賞与 226 〃

退職給付費用 44 〃

福利厚生費 120 〃

租税公課 71 〃

販売費に属する費用の 
おおよその割合 

64％ 

一般管理費に属する費用の 
おおよその割合 

36〃 

販売諸費 84 〃 

旅費及び交通費 117 〃 

給料手当 678 〃 

賞与 227 〃 

退職給付費用 43 〃 

福利厚生費 132 〃 

租税公課 72 〃 

販売費に属する費用の
おおよその割合 

63％ 

一般管理費に属する費用の
おおよその割合 

37〃 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 49百万円

当期製造費用 21 〃

計 71百万円

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 39百万円

当期製造費用 16 〃 

計 56百万円

  ※８ 土地売却等利益の内容は次のとおりであります。 

所有土地売却益 253百万円

借地権転借権利金 175 〃 

計 429百万円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち完成工事高1,647百万円、倉庫収入67百

万円を含んでおります。 

※１ このうち完成工事高1,401百万円を含んでおりま

す。 

※３ このうち完成工事原価1,523百万円、倉庫原価75

百万円を含んでおります。 

※３ このうち完成工事原価1,271百万円を含んでおり

ます。 

※４ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運送費 711百万円

販売諸費 97 〃

旅費及び交通費 126 〃

給料手当 686 〃

※４ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

運送費 640百万円

販売諸費 84 〃 

旅費及び交通費 117 〃 

給料手当 704 〃 



賞与 226 〃

退職給付費用 44 〃

福利厚生費 120 〃

租税公課 71 〃

販売費に属する費用の 
おおよその割合 

64％ 

一般管理費に属する費用の 
おおよその割合 

36〃 

賞与 227 〃 

退職給付費用 43 〃 

福利厚生費 132 〃 

租税公課 72 〃 

販売費に属する費用の
おおよその割合 

63％ 

一般管理費に属する費用の
おおよその割合 

37〃 

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 49百万円

当期製造費用 21 〃

計 71百万円

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。 

一般管理費 42百万円

当期製造費用 16 〃 

計 58百万円

  ※８ 土地売却等利益の内容は次のとおりであります。 

所有土地売却益 302百万円

借地権転借権利金 127 〃 

計 429百万円



(税効果会計関係) 

（訂正前） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

  

項目  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産           

 未払費用(賞与)損金算入限度超過額   72百万円   76百万円   

 貸倒引当金損金算入限度超過額   5百万円     4百万円   

 投資有価証券評価損   36百万円     36百万円   

 退職給付引当金損金算入限度超過額   47百万円     43百万円   

 役員退職慰労引当金   14百万円     17百万円   

 たな卸資産評価損   ―百万円     21百万円   

 未払事業税   6百万円     6百万円   

 固定資産減損損失   ―百万円     199百万円   

 その他   22百万円     17百万円   

繰延税金資産小計   206百万円     422百万円   

評価性引当額   ―百万円     △154百万円   

繰延税金資産合計   206百万円     268百万円   

繰延税金負債           

 買換資産圧縮積立金   △355百万円     △354百万円   

 その他有価証券評価差額金   △54百万円     △107百万円   

繰延税金負債合計   △409百万円     △461百万円   

繰延税金資産(△負債)の純額   △203百万円     △193百万円   

項目  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

法定実効税率   40.0％
  

40.0％

(調整)      

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
  4.9％   323.9％

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.3％   △26.8％

住民税均等割   1.6％   106.6％

土地(非償却資産)等 

固定資産減損損失 
  ―％   1,526.9％

その他   △0.2％   31.4％

税効果会計適用後の法人税等負担率   45.9％   2,002.1％



  （訂正後） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  

  

  

  

  

  

  

(１株当たり情報) 

（訂正前） 

項目  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産           

 未払費用(賞与)損金算入限度超過額   72百万円   76百万円   

 貸倒引当金損金算入限度超過額   5百万円     4百万円   

 投資有価証券評価損   36百万円     36百万円   

 退職給付引当金損金算入限度超過額   47百万円     43百万円   

 役員退職慰労引当金   14百万円     17百万円   

 たな卸資産評価損   ―百万円     21百万円   

 過年度損益修正   16百万円     66百万円   

 未払事業税   6百万円     6百万円   

 固定資産減損損失   ―百万円     199百万円   

 その他   22百万円     17百万円   

繰延税金資産小計   222百万円     488百万円   

評価性引当額   ―百万円     △154百万円   

繰延税金資産合計   222百万円     334百万円   

繰延税金負債           

 買換資産圧縮積立金   △355百万円     △354百万円   

 その他有価証券評価差額金   △54百万円     △107百万円   

繰延税金負債合計   △409百万円     △461百万円   

繰延税金資産(△負債)の純額   △186百万円     △127百万円   

項目  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

法定実効税率   40.0％
  

40.0％

(調整)      

交際費等永久に損金に 

算入されない項目 
  4.9％   △28.7％

受取配当金等永久に益金に 

算入されない項目 
  △0.3％   2.4％

住民税均等割   1.6％   △9.5％

土地(非償却資産)等 

固定資産減損損失 
  ―％   △135.3％

その他   △0.2％   △2.8％

税効果会計適用後の法人税等負担率   46.0％   △133.9％

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 



  

（訂正後） 

  

  

  

④ 【附属明細表】 

【引当金明細表】 

     （訂正前） 

１株当たり純資産額 283.66円 276.24円

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

10.58円 △5.85円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

    

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

   該当事項はありません。 

損益計算書上の
当期純利益 

348百万円

普通株式に係る
当期純利益 

348百万円

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳 

普通株式の期中平均
株式数 

32,923千株

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎 

   該当事項はありません。 

損益計算書上の
当期純損失 

192百万円

普通株式に係る
当期純損失 

192百万円

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳 

普通株式の期中平均 
株式数 

32,920千株

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 282.92円 273.23円

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

10.47円 △8.12円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

    

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

   該当事項はありません。 

損益計算書上の
当期純利益 

344百万円

普通株式に係る
当期純利益 

344百万円

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳 

普通株式の期中平均
株式数 

32,923千株

１株当たり当期純損失の算定上の基

礎 

   該当事項はありません。 

損益計算書上の
当期純損失 

267百万円

普通株式に係る
当期純損失 

267百万円

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳 

普通株式の期中平均 
株式数 

32,920千株

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 45 26 ― 45 26

役員退職慰労引当金 36 19 9 ― 46



(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

     （訂正後） 

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

課徴金納付準備引当金 217 ― ― ― 217

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 44 25 ― 44 25

役員退職慰労引当金 36 19 9 ― 46

課徴金納付準備引当金 217 ― ― ― 217



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

   ③ 売掛金 

    （訂正前） 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

     （訂正後） 

     相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 完成工事未収入金 

     （訂正前） 

 相手先別内訳 

    相手先 金額(百万円)

太三機工㈱ 324

旭鉄工㈱ 278

安田㈱ 247

クリモト・トレーディング㈱ 222

㈱ナンブ 157

その他 756

合計 1,986

前期末残高(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高(Ｂ) 
(百万円) 

当期回収高(Ｃ) 
(百万円) 

当期末残高(Ｄ)
(百万円) 

回収率
(％) 

＝
Ｃ

Ａ＋Ｂ
滞留期間 
(日) 

＝ 
(Ａ＋Ｄ)×1/2

Ｂ÷365 

1,271 15,108 14,393 1,986 87.9 39.4

相手先 金額(百万円)

太三機工㈱ 313

安田㈱ 247

クリモト・トレーディング㈱ 222

旭鉄工㈱ 157

㈱ナンブ 157

その他 712

合計 1,812

前期末残高(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高(Ｂ) 
(百万円) 

当期回収高(Ｃ) 
(百万円) 

当期末残高(Ｄ)
(百万円) 

回収率
(％) 

＝
Ｃ

Ａ＋Ｂ
滞留期間 
(日) 

＝ 
(Ａ＋Ｄ)×1/2

Ｂ÷365 

1,259 14,946 14,393 1,812 88.8 37.5



  

完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

  （訂正後） 

  相手先別内訳 

  

完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

⑤ 製品 

（訂正前） 

  

  相手先 金額(百万円)

旭鉄工㈱ 485

太三機工㈱ 380

日本碍子㈱ 222

岡谷鋼機㈱ 145

ハザマ興業㈱ 108

その他 427

合計 1,768

前期末残高(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高(Ｂ) 
(百万円) 

当期回収高(Ｃ) 
(百万円) 

当期末残高(Ｄ)
(百万円) 

回収率
(％) 

＝
Ｃ

Ａ＋Ｂ
滞留期間 
(日) 

＝ 
(Ａ＋Ｄ)×1/2

Ｂ÷365 

1,770 2,008 2,010 1,768 53.2 321.5

相手先 金額(百万円)

日本碍子㈱ 222

旭鉄工㈱ 151

太三機工㈱ 149

岡谷鋼機㈱ 94

小泉北関東㈱ 52

その他 176

合計 847

前期末残高(Ａ) 
(百万円) 

当期発生高(Ｂ) 
(百万円) 

当期回収高(Ｃ) 
(百万円) 

当期末残高(Ｄ)
(百万円) 

回収率
(％) 

＝
Ｃ

Ａ＋Ｂ
滞留期間 
(日) 

＝ 
(Ａ＋Ｄ)×1/2

Ｂ÷365 

1,105 1,752 2,010 847 70.4 203.4

品名 金額(百万円)

鋳鉄管 2,433

鉄蓋 483

樹脂管 378

その他 247



  

（訂正後） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

⑦ 仕掛品 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

合計 3,542

品名 金額(百万円)

鋳鉄管 2,573

鉄蓋 483

樹脂管 378

その他 247

合計 3,682

品名 金額(百万円)

鋳鉄管 153

鉄蓋 70

樹脂管 22

未成工事支出金 0

合計 247

品名 金額(百万円)



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

⑬ 工事未払金 

（訂正前） 

  

  

（訂正後） 

  

鋳鉄管 153

鉄蓋 70

樹脂管 22

合計 247

相手先 金額(百万円)

旭鉄工㈱ 296

JFEエンジニアリング㈱ 234

千葉興業㈱ 207

丸三機工㈱ 131

太三機工㈱ 94

その他 358

合計 1,322

相手先 金額(百万円)



  

  

旭鉄工㈱ 267

JFEエンジニアリング㈱ 234

千葉興業㈱ 207

丸三機工㈱ 131

太三機工㈱ 94

その他 358

合計 1,294



独立監査人の監査報告書 
  

平成１９年６月２８日

日本鋳鉄管株式会社 

取 締 役会  御 中 
  

仰 星 監 査 法人 

               

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本鋳鉄管株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

 有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１項の規定

に基づき連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                  以 上
 

代表社員 
公認会計士 中 島 次 郎 印 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 中 川 隆 之 印

業務執行社員 

業務執行社員 公認会計士 榎 本 尚 子 印

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 
平成１９年６月２８日

日本鋳鉄管株式会社 

取 締 役会  御 中 

仰 星 監 査 法人 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本鋳鉄管株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本鋳鉄管株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１項の規

定に基づき連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。 

２．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度

より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

３．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より事業

区分の方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                  以 上
 

代表社員 
公認会計士 中 島 次 郎 印 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 中 川 隆 之 印

業務執行社員 

業務執行社員 公認会計士 榎 本 尚 子 印

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 
  

平成１９年６月２８日

日本鋳鉄管株式会社 

取 締 役会  御 中 
  

仰 星 監 査 法人 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本鋳鉄管株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０１期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本鋳鉄管株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１項の規定

に基づき財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                  以 上
 

代表社員 
公認会計士 中 島 次 郎 印 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 中 川 隆 之 印

業務執行社員 

業務執行社員 公認会計士 榎 本 尚 子 印

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 
  

平成１９年６月２８日

日本鋳鉄管株式会社 

取 締 役会  御 中 

仰 星 監 査 法人 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本鋳鉄管株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０２期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本鋳鉄管株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は証券取引法第２４条の２第１項の

規定に基づき財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査を行った。 

２．「重要な会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準

を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                  以 上
 

代表社員 
公認会計士 中 島 次 郎 印 

業務執行社員 

代表社員 
公認会計士 中 川 隆 之 印

業務執行社員 

業務執行社員 公認会計士 榎 本 尚 子 印

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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